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議 案 第 ６ 号

 (総則)

第１条　令和７年度（２０２５年度）朝霞市下水道事業会計の予算は、次に定めるところに

　よる。

 (業務の予定量)

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　(1) 水洗化世帯数

　(2) 年間有収水量

　(3) １日平均有収水量

　(4) 主要な建設改良事業

　　イ　汚水整備事業 190,180 千円  

　　ロ　雨水整備事業 560,929 千円  

 (収益的収入及び支出)

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

  第１款　下水道事業収益 2,083,271 千円  

　　第１項　営業収益 1,239,065 千円  

　　第２項　営業外収益 823,117 千円  

　　第３項　特別利益  21,089 千円  

支 出

  第１款　下水道事業費用 2,083,271 千円  

　　第１項　営業費用 1,996,880 千円  

　　第２項　営業外費用 　54,312 千円  

　　第３項　特別損失  　　22,079 千円  

　　第４項　予備費 10,000 千円  

 (資本的収入及び支出)

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

  額に対し不足する額 397,035 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

   71,834 千円、当年度分損益勘定留保資金 175,961 千円、建設改良積立金 74,620 千円

  及び減債積立金 74,620 千円で補てんするものとする。）。

収 入

  第１款　下水道事業資本的収入 850,066 千円  

　　第１項　企業債 658,600 千円  

　　第２項　補助金 164,900 千円  

　　第３項　負担金  248 千円  

　　第４項　他会計補助金 25,418 千円  

　　第５項　他会計負担金  900 千円  

支 出

  第１款　下水道事業資本的支出 1,247,101 千円  

　　第１項　建設改良費 990,272 千円  

　　第２項　企業債償還金 251,329 千円  

　　第３項　貸付金 500 千円  

　　第４項　予備費 5,000 千円  

令和７年度（２０２５年度）朝霞市下水道事業会計予算

69,280 世帯  

14,614,000 ㎥  

40,038 ㎥  
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 (債務負担行為)

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

 (企業債)

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 (一時借入金)

第７条　一時借入金の限度額は、500,000 千円と定める。

 (予定支出の各項の経費の金額の流用)

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(1) 営業費用と営業外費用

 (議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又

  はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　(1) 職員給与費 105,544 千円

 (他会計からの補助金)

第10条　下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、84,011 千円

  と定める。

令 和 ７ 年 ３ 月 ２ ４ 日 提 出

朝 霞 市 長     松  下 　 昌  代

公 共 下 水 道 事 業 495,300

流 域 下 水 道 事 業 163,300

起 債 の 目 的 限　度　額 起債の方法 利　 率 償　還　の　方　法

千円

証書借入 ４.０％以内

借入先の融資条件による。
ただし、企業財政その他の都合により
繰上償還又は低利に借り換えることが
できる。

至 返 済 年 度

朝 霞 市 水 洗 便 所 改 造 資 金 融 資 自 令 和 ８ 年 度
貸付利率のうち、年利率
３．５％の範囲内で利息に
相当する額

あ っ せ ん 制 度 に よ る 利 子 補 給 補 助     （２０２６年度）

（ 令 和 ７ 年 度 分 ）

（２０２５年度分） 至 返 済 年 度

事　 項 期　 間 限　度　額

朝霞市水洗便所改造資金融資あっせん制度 自 令 和 ８ 年 度

金融機関の貸付金及び利子
の合計額

による金融機関の貸付金に対する損失補償     （２０２６年度）

（ 令 和 ７ 年 度 分 ）

（２０２５年度分）
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 1
下水道事業収
益

2,083,271

 1 営業収益 1,239,065

 1 下水道使用料 981,142

 1 下水道使用料 981,142

 2 受託事業収益 4,036

 1
下水道維持管理負
担金

4,036

3 他会計負担金 253,569

1 雨水処理負担金 253,569

6 その他営業収益 318

3 手数料 318

 2 営業外収益 823,117

 1
受取利息及び配
当金

1

 1 預金利息 1

 2 他会計補助金 121,762

 1 他会計補助金 121,762

 3 補助金 16,800

 1 国庫補助金 16,800

 4 長期前受金戻入 680,543

 1
国庫補助金長期前
受金

48,815

 2
県補助金長期前受
金

519

 3
一般会計補助金長
期前受金

342,266

 6
元金繰入金長期前
受金

99,987

 8
受益者負担金長期
前受金

50,687

 9
受贈財産長期前受
金

138,269

 5
消費税及び地方
消費税還付金

3,984

 1
消費税及び地方消
費税還付金

3,984

 6 雑収益 27

 3 その他雑収益 27

 3 特別利益 21,089

2
過年度損益修正
益

10

 1 過年度損益修正益 10

下水道用地占用料　ほか

有収水量　     14,614,000㎥

指定下水道工事店指定等手数料

令和７年度（２０２５年度）朝霞市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収      入

款 項 目 節
予 定 額
(千円)

備        考
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3 その他特別利益 21,079

 1 その他特別利益 21,079

款 項 目 節
予 定 額
(千円)

備        考
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1
下水道事業費
用

2,083,271

 1 営業費用 1,996,880

 1 汚水管渠費 150,980

 1 給料 9,465 一般職給　　3人

 2 手当 6,048 扶養手当 138

地域手当 1,153

住居手当 672

通勤手当 165

時間外勤務手当 991

期末手当 1,454

勤勉手当 1,186

会計年度任用職員期末
手当

157

会計年度任用職員勤勉
手当

132

 3 賞与引当金繰入額 1,743 期末手当 727

勤勉手当 593

埼玉県市町村職員共済
組合負担金

283

会計年度任用職員期末
手当

76

会計年度任用職員勤勉
手当

64

5 報酬 1,123

 6 法定福利費 3,239
埼玉県市町村職員共済
組合負担金

2,343

埼玉県市町村総合事務
組合負担金

789

地方公務員災害補償基
金負担金

26

労務災害保険料負担金 5

雇用保険料 76

 8 旅費 1

10 被服費 69

11 備消品費 28

13 光熱水費 12

17 委託料 83,932 流量計定期検査委託料 495

水質検査委託料 6,454

管清掃業務委託料 12,584

会計年度任用職員　　1人

費用弁償

支      出

款 項 目 節
予 定 額
(千円)

備        考
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水準器点検委託料 28

汚水管流量調査委託料 32,560

下水道台帳作成委託料 5,261

下水道計画一般図作成
委託料

440

汚水管ゲート開度調査
委託料

150

下水道ストックマネジ
メント委託料

25,960

20 修繕費 30,702

36 負担金 3,618

43 補助金 11,000

 2 雨水管渠費 108,604

 1 給料 9,432

 2 手当 5,997 扶養手当 312

地域手当 1,242

通勤手当 113

時間外勤務手当 693

管理職手当 600

期末手当 1,518

勤勉手当 1,519

 3 賞与引当金繰入額 1,845 期末手当 759

勤勉手当 760

埼玉県市町村職員共済
組合負担金

326

 6 法定福利費 3,884
埼玉県市町村職員共済
組合負担金

2,911

埼玉県市町村総合事務
組合負担金

944

地方公務員災害補償基
金負担金

29

10 被服費 51

13 光熱水費 423

17 委託料 35,393 除草委託料 886

樋管ゲート電気保安管
理委託料

344

管清掃業務委託料 5,500

下水道台帳作成委託料 3,594

雨水管理総合計画策定
委託料

11,000

人孔蓋交換　ほか

西部10号幹線維持管理負担金

私道排水設備設置補助金

一般職給　　2人

款 項 目 節
予 定 額
(千円)

備        考

- 8 -



内水ハザードマップ作
成委託料

11,000

下水道ストックマネジ
メント委託料

3,069

19 賃借料 1,169

20 修繕費 30,800

36 負担金 9,610

43 補助金 10,000

 3 汚水ポンプ費 14,016

13 光熱水費 5,973

15 通信運搬費 46

17 委託料 6,897 除草委託料 220

ポンプ場管理委託料 6,204

ポンプ場電気保安管理
委託料

363

消防設備点検委託料 110

20 修繕費 1,100

 4 雨水ポンプ費 19,013

13 光熱水費 4,092

15 通信運搬費 240

17 委託料 5,806
調整池機械保守点検委
託料

880

排水機場等電気保安管
理委託料

581

排水機場等機械保守点
検委託料

4,345

20 修繕費 8,875

 5 総係費 138,691

 1 給料 10,053

2 手当 6,581 地域手当 1,207

住居手当 336

通勤手当 304

時間外勤務手当 1,508

期末手当 1,596

勤勉手当 1,341

会計年度任用職員期末
手当

157

会計年度任用職員勤勉
手当

132

電話料

設備等修繕料

一般職給　　3人

土地借上料　ほか

人孔蓋交換　ほか

田子山下水路費負担金

止水板設置費補助金

電話料

設備等修繕料

款 項 目 節
予 定 額
(千円)

備        考
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 3 賞与引当金繰入額 1,924 期末手当 798

勤勉手当 671

埼玉県市町村職員共済
組合負担金

315

会計年度任用職員期末
手当

76

会計年度任用職員勤勉
手当

64

 5 報酬 1,486

 6 法定福利費 3,809
埼玉県市町村職員共済
組合負担金

2,762

埼玉県市町村総合事務
組合負担金

1,006

地方公務員災害補償基
金負担金

20

労務災害保険料負担金 5

雇用保険料 16

 8 旅費 172 費用弁償 142

普通旅費 30

10 被服費 109

11 備消品費 608

12 燃料費 281

14 印刷製本費 130

15 通信運搬費 181

17 委託料 102,505 料金徴収業務委託料 102,505

18 手数料 239

19 賃借料 5,956

20 修繕費 93

25 補償費 1

26 研修費 140

31 保険料 397

36 負担金 3,186

38 貸倒引当金繰入額 793

41 厚生福利費 31

43 補助金 16

6
流域下水道維持
管理費

689,242

下水道賠償責任保険　ほか

日本下水道協会負担金　ほか

職員定期健康診断料

水洗便所改造資金融資あっせん
制度による利子補給補助

上下水道審議会委員　15人

会計年度任用職員 　　1人

電話料、郵便料

受益者負担金口座振替手数料
ほか

庁舎借上料　ほか

職員研修費

款 項 目 節
予 定 額
(千円)

備        考
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1 負担金 689,242

 7 減価償却費 875,943

 2 構築物減価償却費 765,368

 3
機械及び装置減価
償却費

25,357

 8
無形固定資産減価
償却費

85,218

 8 資産減耗費 391

 1 固定資産除却費 391

 2 営業外費用 54,312

 1
支払利息及び企
業債取扱諸費

54,257

 1 企業債利息 54,256 汚水 22,097

雨水 32,159

 3 一時借入金利息 1

 2
消費税及び地方
消費税

1

 1
消費税及び地方消
費税

1

 3 雑支出 54

 2 その他雑支出 54

 3 特別損失 22,079

4
過年度損益修正
損

1,000

 1 過年度損益修正損 1,000

5 その他特別損失 21,079

 1 その他特別損失 21,079

 4 予備費 10,000

 1 予備費 10,000

 1 予備費 10,000

荒川右岸流域下水道維持管理負
担金

款 項 目 節
予 定 額
(千円)

備        考
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1
下水道事業資
本的収入

850,066

 1 企業債 658,600

 1 企業債 658,600

 1 建設改良等企業債 658,600 公共下水道事業 495,300

流域下水道事業 163,300

2 補助金 164,900

 1 補助金 164,900

 1 国庫補助金 164,900

3 負担金 248

 1 負担金 248

 1 受益者負担金 247

 2 受益者分担金 1

4 他会計補助金 25,418

 1 他会計補助金 25,418

 1 他会計補助金 25,418

5 他会計負担金 900

 1 他会計負担金 900

 1 他会計負担金 900

社会資本整備総合交付金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収      入

款 項 目 節
予 定 額
(千円)

備        考

- 12 -



1
下水道事業資
本的支出

1,247,101

 1 建設改良費 990,272

 1 汚水管渠整備費 96,777

 1 給料 7,085

 2 手当 4,526 地域手当 851

通勤手当 81

時間外勤務手当 1,913

期末手当 933

勤勉手当 748

 3 賞与引当金繰入額 1,022 期末手当 467

勤勉手当 374

埼玉県市町村職員共
済組合負担金

181

 6 法定福利費 2,394
埼玉県市町村職員共
済組合負担金

1,979

埼玉県市町村総合事
務組合負担金

397

地方公務員災害補償
基金負担金

18

45 汚水管渠整備費 81,750

 2 雨水管渠整備費 164,888

 1 給料 10,209

 2 手当 7,268 扶養手当 432

地域手当 1,400

通勤手当 92

時間外勤務手当 966

管理職手当 1,020

期末手当 1,703

勤勉手当 1,655

 3 賞与引当金繰入額 2,040 期末手当 852

勤勉手当 828

埼玉県市町村職員共
済組合負担金

360

 6 法定福利費 4,371
埼玉県市町村職員共
済組合負担金

3,320

埼玉県市町村総合事
務組合負担金

1,021

地方公務員災害補償
基金負担金

30

一般職給　　2人

構築物

一般職給　　2人

支      出

款 項 目 節
予 定 額
(千円)

備        考
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46 雨水管渠整備費 141,000

3
汚水ポンプ場整
備費

108,430

47
汚水ポンプ場整備
費

108,430

4
雨水ポンプ場整
備費

419,929

48
雨水ポンプ場整備
費

419,929

5
流域下水道建設
費

163,372

 1 負担金 163,372

6
その他下水道建
設費

36,876

1 負担金 36,876

 2 企業債償還金 251,329

 1 企業債償還金 251,329

 1
建設改良等企業債
償還金

251,329 汚水 99,458

雨水 151,871

 3 貸付金 500

 1 貸付金 500

 1 貸付金 500

 4 予備費 5,000

 1 予備費 5,000

 1 予備費 5,000

構築物

機械及び装置

構築物、機械及び装置

荒川右岸流域下水道建設負担金

谷津地調整池ポンプ場等工事負
担金

水洗便所改造資金貸付金

款 項 目 節
予 定 額
(千円)

備        考
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(単位：円)

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 △ 19,830,000

　　減価償却費 875,943,000

　　固定資産除却費 391,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 21,000

　　賞与引当金の増減額（△は減少） △ 2,664,000

　　長期前受金戻入額 △ 680,543,000

　　受取利息及び配当金 △ 1,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 54,257,000

　　未収金の増減額（△は増加） 36,516,000

　　未払金の増減額（△は減少） △ 10,482,000

　　小計 253,608,000

　　受取利息及び配当金 1,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 54,257,000

　　４条消費税調整額 △ 15,122,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 184,230,000

 

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 905,254,000

　　国庫補助金等による収入 165,148,000

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 26,318,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 713,788,000

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 658,600,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 251,329,000

　　貸付金による支出 △ 500,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 406,771,000

 

　資金増加額（又は減少額） △ 122,787,000

　資金期首残高 1,135,306,653

　資金期末残高 1,012,519,653

令和７年度（２０２５年度）朝霞市下水道事業
予定キャッシュ・フロー計算書

令和7年4月1日から令和8年3月31日まで
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１ 総括

一般職 報　　酬 給　　料 手　　当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

7 

(3)

4 

(0)

11 

(3)

8 

(2)

3 

(0)

11 

(2)

△ 1 

(1)

1 

(0)

0 

(1)

住 居 手 当 通 勤 手 当
時 間 外
勤 務 手 当

管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

　　(千円) 　　(千円) 　　(千円) 　　(千円) 　　(千円) 　　(千円)

1,008 755 6,071 1,620 11,273 10,067 

1,008 635 4,958 1,740 10,763 9,578 

0 120 1,113 △ 120 510 489 

前 年 度 1,218 5,657 

比 較 △ 336 196 

職員数のうち、一般職の上段は常勤職員、下段の(　 )内は短時間勤務の再任用職員及び会計年度任用職員

手
当
の
内
訳

区　分
扶 養 手 当 地 域 手 当

　　(千円) 　　(千円)

本 年 度 882 5,853 

6,925 

合　　　計 0 285 2,071 1,972 4,328 △ 1,318 3,010 

△ 2,017 △ 1,898 △ 3,915 

資本勘定支弁職員 0 0 3,611 2,734 6,345 580 
比
　
較

損益勘定支弁職員 0 285 △ 1,540 △ 762 

31,990 

合　　　計 15 2,324 44,173 35,557 82,054 20,480 102,534 

56,790 13,754 70,544 

資本勘定支弁職員 0 0 13,683 11,581 25,264 6,726 
前
年
度

損益勘定支弁職員 15 2,324 30,490 23,976 

7,306 38,915 

合　　　計 15 2,609 46,244 37,529 86,382 19,162 105,544 

23,214 54,773 11,856 66,629 

資本勘定支弁職員 0 0 17,294 14,315 31,609 

(人)

本
年
度

損益勘定支弁職員 15 2,609 28,950 

給　与　費　明　細　書

職　員　数 給　　　　　　与　　　　　　費
法定福利費 合　　計

区　　　　分 特別職
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

一般職 報　　酬 給　　料 手　　当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

7 

(1)

4 

(0)

11 

(1)

8 

(0)

3 

(0)

11 

(0)

△ 1 

(1)

1 

(0)

0 

(1)

住 居 手 当 通 勤 手 当
時 間 外
勤 務 手 当

管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

　　(千円) 　　(千円) 　　(千円) 　　(千円) 　　(千円) 　　(千円)

1,008 755 6,071 1,620 10,807 9,675 

1,008 635 4,958 1,740 10,337 9,222 

0 120 1,113 △ 120 470 453 

　イ　会計年度任用職員

報　　酬 給　　料 手　　当 計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 2,246 0 858 3,104 40 3,144 

前年度 2,082 0 782 2,864 55 2,919 

164 0 76 240 △ 15 225 

住 居 手 当 通 勤 手 当
時 間 外
勤 務 手 当

管理職手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

　　(千円) 　　(千円) 　　(千円) 　　(千円) 　　(千円) 　　(千円)

0  0  0  0  466 392

0  0  0  0  426 356

0  0  0  0  40 36

0  0

比 較 0  0

手
当
の
内
訳

区　分
扶 養 手 当 地 域 手 当

　　(千円) 　　(千円)

本 年 度 0  0

前 年 度

損益勘定支弁職員 2

損益勘定支弁職員 2

比  較 0

区　　　　分
職　員　数

給　　　　　　与　　　　　　費
法定福利費 合　　計

            (人)

前 年 度 1,218 5,657 

比 較 △ 336 196 

職員数のうち、一般職の上段は常勤職員、下段の( )内は短時間勤務再任用職員

手
当
の
内
訳

区　分
扶 養 手 当 地 域 手 当

　　(千円) 　　(千円)

本 年 度 882 5,853 

6,925 

合　　　計 0 121 2,071 1,896 4,088 △ 1,303 2,785 

△ 2,257 △ 1,883 △ 4,140 

資本勘定支弁職員 0 0 3,611 2,734 6,345 580 
比
　
較

損益勘定支弁職員 0 121 △ 1,540 △ 838 

31,990 

合　　　計 15 242 44,173 34,775 79,190 20,425 99,615 

53,926 13,699 67,625 

資本勘定支弁職員 0 0 13,683 11,581 25,264 6,726 
前
年
度

損益勘定支弁職員 15 242 30,490 23,194 

7,306 38,915 

合　　　計 15 363 46,244 36,671 83,278 19,122 102,400 

22,356 51,669 11,816 63,485 

資本勘定支弁職員 0 0 17,294 14,315 31,609 

(人)

本
年
度

損益勘定支弁職員 15 363 28,950 

職　員　数 給　　　　　　与　　　　　　費
法定福利費 合　　計

区　　　　分 特別職
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２ 給料及び手当の増減額の明細

増 減 額 説   明

  （千円） （千円）

(本年度) (前年度)

1.1％ 1.3％

1,652 

(本年度) (前年度)

955 

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

  　行　政　職      （円）

高　　校　　卒 194,500 194,500

大　　学　　卒 225,600 225,600

平 均 年 齢 45.6

（２）初任給

区　　　　分 一 般 職 （円）

一 般 会 計 の 制 度

備       考

平 均 年 齢 43.7

令和６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 328,464

平 均 給 与 月 額 404,380

（１）職員１人当たり給与

区　　　　分 一　 般　 職 備       考

令和７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 335,200

平 均 給 与 月 額 409,532

4.60月分 4.50月分

その他の増減分 人 事 異 動 等 に よ る 増

３　給料及び手当の状況

手  当 1,972 

制 度 改 正 に
伴 う 増 減 分

1,017 
期末手当
勤勉手当

支 給 割 合

区  分
増 減 事 由 別 内 訳

備　　　　　　考

給  料 2,071 

昇 給 に
伴 う 増 加 分

419 平 均 昇 給 率

その他の増減分 人 事 異 動 等 に よ る 増
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（３）級別職員数

1 9.1

1 9.1

4 36.4

2 18.2

1 9.1

2 18.2

0 0.0

0 0.0

11 100.0

1 9.1

1 9.1

4 36.4

2 18.1

1 9.1

1 9.1

1 9.1

0 0.0

11 100.0

　　（級別の基準となる職務）

１ 級 ２ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 ８ 級

主 事 補 主 事 課長補佐 課 長 部 次 長 部 長

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

(人)

(人)

(人)

(％)

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

(人)

(人)

(人)

(％)

区 分
一 般 職

備 考
級 職  員  数 (人) 構  成  比 (％)

令和７年１月１日現在

１  級

２  級

３  級

４  級

５  級

６  級

７  級

８  級

計

令和６年１月１日現在

１  級

２  級

３  級

４  級

５  級

６  級

７  級

８  級

計

区 分 ３ 級 ４ 級

一 般 職 主 任 係  長

（４）昇給

区 分 一　　般　　職 備 考

本

年

度

職 員 数 11

昇 給 に 係 る 職 員 数 9

号 給 数 内 訳

２ 号 給 2

３ 号 給 1

４ 号 給 6

前

年

度

職 員 数 11

昇 給 に 係 る 職 員 数 8

３ 号 給 0

４ 号 給 7

比 率 (Ｂ)／(Ａ) 81.8

比 率 (Ｂ)／(Ａ) 72.7

号 給 数 内 訳

２ 号 給 1
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支 給 率 計

6月(月分) 12月(月分) （月分）

本 年 度
2.300

(1.200)
2.300

(1.200)
4.600

(2.400)

前 年 度
2.250

(1.175)
2.250

(1.175)
4.500

(2.350)

一 般 会 計 の 制 度
2.300

(1.200)
2.300

(1.200)
4.600

(2.400)

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者
そ の 他 の

（月分） （月分） （月分）
加 算 措 置 等

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709

一 般 会 計 の 制 度

（支 給 率 等）

通 勤 手 当 同　　 　　じ

地 域 手 当 同　　 　　じ

住 居 手 当 同　　 　　じ

（７）その他の手当

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　 　　じ

24.586875 33.27075 47.709 47.709

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分
最 高 限 度

備 考
（月分）

47.709

（５）期末手当・勤勉手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率 職制上の段階、

職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備 考

有

 (　)内は再任用職員有

有
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国　県
支出金

企業債 その他

  千円   千円   千円   千円   千円 千円 千円 千円 千円 ％

49,186 － － 49,186 － 49,186 － 49,186 － 70.0

21,079 － － 21,079 － － 21,079 21,079 － 30.0

計 70,265 － － 70,265 － 49,186 21,079 70,265 － 100

  千円   千円   千円   千円   千円 千円 千円 千円 千円 ％

75,000 33,000 35,100 6,900 － 75,000 － 75,000 － 50.0

75,000 16,700 51,400 6,900 － － 75,000 75,000 － 50.0

計 150,000 49,700 86,500 13,800 － 75,000 75,000 150,000 － 100

継 続 費 に 関 す る 調 書

既 設 定 分

款 項 事業名

全体計画

 前前年
 度末ま
 での支
 払義務
 発生額

 前年度
 末まで
 の支払
 義務発
 生(見
 込)額

 当該年
 度支払
 義務発
 生予定
 額

 当該年
 度末ま
 での支
 払義務
 発生予
 定額

 翌年度
 以降の
 支払義
 務発生
 予定額

 継続費
 の総額
 に対す
 る進捗
 率

年度 年割額

左の財源内訳

1
下
水
道
事
業
費
用

3
特
別
損
失

内
間
木
地
区
浸
水
被
害
軽
減
対
策
検
討
事
業

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

1
下
水
道
事
業
資
本
的
支
出

1
建
設
改
良
費

大
字
溝
沼
地
内
雨
水
幹
線
布
設
替
事
業

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）
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国　県
支出金

企業債 その他

  千円   千円   千円   千円   千円 千円 千円 千円 千円 ％

16,500 7,000 8,000 1,500 － 16,500 － 16,500 － 50.0

16,500 7,000 8,000 1,500 － － 16,500 16,500 － 50.0

計 33,000 14,000 16,000 3,000 － 16,500 16,500 33,000 － 100

  千円   千円   千円   千円   千円 千円 千円 千円 千円 ％

146,000 － 132,700 13,300 － 146,000 － 146,000 － 60.0

97,430 － 88,500 8,930 － － 97,430 97,430 － 40.0

計 243,430 － 221,200 22,230 － 146,000 97,430 243,430 － 100

款 項 事業名

全体計画

 前前年
 度末ま
 での支
 払義務
 発生額

 前年度
 末まで
 の支払
 義務発
 生(見
 込)額

 当該年
 度支払
 義務発
 生予定
 額

 当該年
 度末ま
 での支
 払義務
 発生予
 定額

 翌年度
 以降の
 支払義
 務発生
 予定額

 継続費
 の総額
 に対す
 る進捗
 率

年度 年割額

左の財源内訳

1
下
水
道
事
業
資
本
的
支
出

1
建
設
改
良
費

膝
折
町
１
丁
目
地
内
貯
留
施
設
実
施
設
計
事
業

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

1
下
水
道
事
業
資
本
的
支
出

1
建
設
改
良
費

仲
町
中
継
ポ
ン
プ
場
電
気
設
備
更
新
事
業

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）
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国　県
支出金

企業債 その他

  千円   千円   千円   千円   千円 千円 千円 千円 千円 ％

820,000 352,000 468,000 － － － － － － 0.0

375,929 117,400 258,500 29 － 1,195,929 － 1,195,929 － 76.1

375,929 117,400 258,500 29 － － 375,929 375,929 － 23.9

計 1,571,858 586,800 985,000 58 － 1,195,929 375,929 1,571,858 － 100

款 項 事業名

全体計画

 前前年
 度末ま
 での支
 払義務
 発生額

 前年度
 末まで
 の支払
 義務発
 生(見
 込)額

 当該年
 度支払
 義務発
 生予定
 額

 当該年
 度末ま
 での支
 払義務
 発生予
 定額

 翌年度
 以降の
 支払義
 務発生
 予定額

 継続費
 の総額
 に対す
 る進捗
 率

年度 年割額

左の財源内訳

1
下
水
道
事
業
資
本
的
支
出

1
建
設
改
良
費

大
字
溝
沼
地
内
ポ
ン
プ
場
建
設
事
業

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）
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新 設 定 分

金融機関の貸付金及び利子の

既 設 定 分

金融機関の貸付金及び利子の

（ ２ ０ ２ ４ 年 度 分 ）

に よ る 利 子 補 給 補 助 の範囲内で利息に相当する額

（ 令 和 ６ 年 度 分 ）

  

朝霞市水洗便所改造資金融資あっせん制度 貸付利率のうち年利率３．５％

（ ２ ０ ２ ４ 年 度 分 ）

による金融機関の貸付金に対する損失補償 合計額

（ 令 和 ６ 年 度 分 ）

千円

朝霞市水洗便所改造資金融資あっせん制度

期 間 金 額

事　　　　　　　項 限　 　度　 　額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

（ ２ ０ ２ ５ 年 度 分 ）

に よ る 利 子 補 給 補 助 の範囲内で利息に相当する額

（ 令 和 ７ 年 度 分 ）

  

朝霞市水洗便所改造資金融資あっせん制度 貸付利率のうち年利率３．５％

（ ２ ０ ２ ５ 年 度 分 ）

による金融機関の貸付金に対する損失補償 合計額

（ 令 和 ７ 年 度 分 ）

千円

朝霞市水洗便所改造資金融資あっせん制度

期 間 金 額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　　　　　　項 限　 　度　 　額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額
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千円 千円 千円 千円

    

千円 千円 千円 千円

    

至 返 済 年 度

（ ２ ０ ２ ５ 年 度 ） 同 じ

 

自 令 和 ７ 年 度 限 度 額 に

至 返 済 年 度

（ ２ ０ ２ ５ 年 度 ） 同 じ

そ の 他

自 令 和 ７ 年 度 限 度 額 に

期 間 金 額 国県支出金 企 業 債

当 該 年 度 以 降 の 支 払 左 の 財 源 内 訳

義 務 発 生 予 定 額 特 定 財 源

一 般 財 源

至 返 済 年 度

（ ２ ０ ２ ６ 年 度 ） 同 じ

 

自 令 和 ８ 年 度 限 度 額 に

至 返 済 年 度

（ ２ ０ ２ ６ 年 度 ） 同 じ

そ の 他

自 令 和 ８ 年 度 限 度 額 に

期 間 金 額 国県支出金 企 業 債

当 該 年 度 以 降 の 支 払 左 の 財 源 内 訳

義 務 発 生 予 定 額 特 定 財 源

一 般 財 源
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1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 897,472,911

     ロ 構築物 20,057,373,804

      　減価償却累計額 △ 4,516,662,894 15,540,710,910

     ハ 機械及び装置 1,253,193,989

      　減価償却累計額 △ 216,751,716 1,036,442,273

     ニ 工具器具及び備品 7,799,400

      　減価償却累計額 △ 7,409,460 389,940

     ホ 建設仮勘定 88,231,000

        有形固定資産合計 17,563,247,034

 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 1,978,834,667

        無形固定資産合計 1,978,834,667

 (3) 投資その他の資産

     イ 出資金 1,035,000

     ロ 長期貸付金 1,000,000

        投資その他の資産合計 2,035,000

        固定資産合計 19,544,116,701

2 流動資産

 (1) 現金預金 1,012,519,653

 (2) 未収金 148,194,000

     貸倒引当金 △ 793,000 147,401,000

        流動資産合計 1,159,920,653

        資産合計 20,704,037,354

令和７年度（２０２５年度）朝霞市下水道事業予定貸借対照表

令和8年3月31日

(単位：円)

資     産     の     部
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3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 4,269,615,886

        企業債合計 4,269,615,886

        固定負債合計 4,269,615,886

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 292,244,393

        企業債合計 292,244,393

 (2) 未払金 10,531,000

 (3) 引当金

     イ 賞与引当金 8,574,000

        引当金合計 8,574,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り金 1,858,694

　　　　その他流動負債合計 1,858,694

        流動負債合計 313,208,087

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 15,061,054,489

 (2) 収益化累計額

        繰延収益合計 11,023,448,167

        負債合計 15,606,272,140

6 資本金 3,213,700,692

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

     イ 受贈財産評価額 601,587,218

     ロ 補助金 136,508,960

     ハ その他資本余剰金 26,757,281

        資本剰余金合計 764,853,459

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 432,283,278

     ロ 利益積立金 132,125,738

     ハ 建設改良積立金 432,284,047

     ニ 当年度未処分利益剰余金 122,518,000

        利益剰余金合計 1,119,211,063

        剰余金合計 1,884,064,522

        資本合計 5,097,765,214

        負債資本合計 20,704,037,354

負     債     の     部

△ 4,037,606,322

資     本     の     部
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1 営業収益

 (1) 下水道使用料 888,265,000

 (2) 受託事業収益 3,093,000

 (3) 他会計負担金 257,506,000

 (4) その他営業収益 303,000 1,149,167,000

2 営業費用

 (1) 汚水管渠費 149,491,000

 (2) 雨水管渠費 95,905,000

 (3) 汚水ポンプ費 24,876,000

 (4) 雨水ポンプ費 31,778,000

 (5) 総係費 122,018,000

 (6) 流域下水道維持管理費 559,091,000

 (7) 減価償却費 878,603,000

 (8) 資産減耗費 224,000 1,861,986,000

     営業利益 △ 712,819,000

3 営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 1,000

 (2) 他会計補助金 85,047,000

 (3) 補助金 8,500,000

 (4) 長期前受金戻入 687,991,000

 (5) 雑収益 69,000 781,608,000

4 営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 47,411,000

 (2) 雑支出 22,750,000 70,161,000 711,447,000

     経常利益 △ 1,372,000

5 特別利益

 (1) 過年度損益修正益 9,000

 (2) その他特別利益 49,186,000 49,195,000

6 特別損失

 (1) 過年度損益修正損 909,000

 (2) その他特別損失 44,715,000 45,624,000

7 予備費

 (1) 予備費 9,091,000 9,091,000 △ 5,520,000

     当年度純損失 6,892,000

     その他未処分利益剰余金変動額 94,367,445

     当年度未処分利益剰余金 87,475,445

令和６年度（２０２４年度）朝霞市下水道事業予定損益計算書

令和6年4月1日から令和7年3月31日まで

(単位：円)
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1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 897,472,911

     ロ 構築物 18,495,279,786

      　減価償却累計額 △ 3,751,294,894 14,743,984,892

     ハ 機械及び装置 340,436,825

      　減価償却累計額 △ 191,394,716 149,042,109

     ニ 工具器具及び備品 7,799,400

      　減価償却累計額 △ 7,409,460 389,940

     ホ 建設仮勘定 1,837,167,248

        有形固定資産合計 17,628,057,100

 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 1,882,009,601

        無形固定資産合計 1,882,009,601

 (3) 投資その他の資産

     イ 出資金 1,035,000

     ロ 長期貸付金 500,000

        投資その他の資産合計 1,535,000

        固定資産合計 19,511,601,701

2 流動資産

 (1) 現金預金 1,135,306,653

 (2) 未収金 184,710,000

     貸倒引当金 △ 772,000 183,938,000

        流動資産合計 1,319,244,653

        資産合計 20,830,846,354

令和６年度（２０２４年度）朝霞市下水道事業予定貸借対照表

令和7年3月31日

(単位：円)

資     産     の     部
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3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 3,956,196,400

        企業債合計 3,956,196,400

        固定負債合計 3,956,196,400

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 198,392,879

        企業債合計 198,392,879

 (2) 未払金 21,013,000

 (3) 引当金

     イ 賞与引当金 8,176,000

        引当金合計 8,176,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り金 1,858,694

        その他流動負債合計 1,858,694

        流動負債合計 229,440,573

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 14,884,677,489

 (2) 収益化累計額

        繰延収益合計 11,527,614,167

        負債合計 15,713,251,140

6 資本金 3,119,333,247

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

     イ 受贈財産評価額 601,587,218

     ロ 補助金 136,508,960

     ハ その他資本余剰金 26,757,281

        資本剰余金合計 764,853,459

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 506,903,278

     ロ 利益積立金 132,125,738

　　 ハ 建設改良積立金 506,904,047

     ニ 当年度未処分利益剰余金 87,475,445

        利益剰余金合計 1,233,408,508

        剰余金合計 1,998,261,967

        資本合計 5,117,595,214

        負債資本合計 20,830,846,354

負     債     の     部

△ 3,357,063,322

資     本     の     部
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朝霞市下水道事業会計に係る注記事項

Ⅰ　重要な会計方針に係る注記

　１　固定資産の減価償却の方法

   (1)　有形固定資産

      ・減価償却の方法　 定額法

      ・主な耐用年数

        　構築物　　　　　　　　　50 年

        　機械及び装置　　　　 6～20 年

        　工具器具及び備品  　 　　4 年　

   (2)　無形固定資産

      ・減価償却の方法　 定額法

      ・主な耐用年数

        　施設利用権　　　　　　　45 年

　２　引当金の計上方法

   (1)　退職給付引当金

   　 　職員の退職により退職給付金が不足となった場合に生じる埼玉県市町村総合事務組合の特別

　  　負担金については、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は

　　　計上していない。

   (2)　賞与引当金 

　  　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、また、これらの手当に係る法定福利費の

  　　支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月か

　  　ら3月までの4か月分）を計上している。

   (3)　貸倒引当金

　  　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

  　　　引当金の残額についての処理方法は、差額補充法で行っている。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

 　 　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　キャッシュ・フロー計算書については、間接法にて作成している。
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Ⅲ　予定貸借対照表等に関する注記

　１　予定貸借対照表に関する注記

   (1)　繰延収益（長期前受金）は、償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等を計上して

   　 いる。

   (2)　引当金として、賞与引当金・貸倒引当金を計上している。

   (3)　令和7年6月に期末手当、勤勉手当及び法定福利費を支給するために、令和6年度

　　　(2024年度)に計上した賞与引当金 8,176,000円を全額取り崩している。

      　また、令和8年度(2026年度)に支給する期末手当、勤勉手当及び法定福利費のうち、令和

　　　7年度(2025年度)の負担に属する額として、賞与引当金 8,574,000円を計上している。

   (4)　令和7年度(2025年度)の回収不能額に充てるために、令和6年度(2024年度)に計上した貸

    　倒引当金 772,000円を全額取り崩している。

　　　　また、令和8年度(2026年度)の回収不能見込額として、貸倒引当金 793,000円を計上し

      ている。

   (5)　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に

　　　償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 3,046,402,577円で

　　　ある。

  ２　予定損益計算書に関する注記

  　　長期前受金戻入は、長期前受金の減価償却見合い分及び除却分を収益化している。

Ⅳ  リース契約により使用する固定資産に関する注記

　１　リース取引の処理方法

　　　リース取引関係

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引未経過リース料相当額

　　　　　１年内　　 　1,575千円

　　　　　１年超 　　 10,135千円

　　　 　　計　　　 　11,710千円　

  ２　リース会計に係る特例措置

　  　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

　　会計処理によっている。

- 34 -


